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ら中小企業振興政策の一環として、One Village One Product Program が始まった。東部県、西部



























































論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、日本における一村一品運動の特徴を整理した上で、2000 年代から日本の支援を受け
てアフリカ諸国が実施したOne Village One Product Program（以下、OVOP）の導入過程と事業成果を
評価し、途上国におけるビジネス振興型地域活性化策の可能性を検証したものである。近年経済成
長が著しいルワンダは、大虐殺からの復興と中所得国化を目指す長期戦略Vision2020 でOVOPを採
用した。他国と異なり、日本からの支援終了後も現地企業家・行政によって運動が継続しており、検証
作業に相応しいフィールドといえる。大和田氏は、海外青年協力隊員として南部県フイエでのOVOP 
支援実務担当として官民連携組織を構築し、参与観察的調査を2012～13 年に、追加聞き取り調査を
2014 年に行った。豊富な現地情報に基づく実証的アプローチも本論文の特徴である。 
従来の一村一品運動は、①ローカルにしてグローバル、②自主自立・創意工夫、③ひとづくり を三
原則としていた。2010年に始まった同国OVOPでも、②を可能にする③地域リーダー人材の育成が有
効であることが、起業・業態転換事例と経営実態・意識調査から確認された。特に、マーケティング研
修の実務面での有効性と、参加後の地域雇用への意識形成とで顕著な成果が観察された。 
次に上記①の視点から、輸出向け換金作物でもOne Product化が可能であるかを検証するため、
同国の主要輸出産品であるコーヒーをOVOP 品目とする生産グループの生計調査を行った。その第
一の成果は、グローバル・バリュー・チェーン研究に対して、地域におけるコーヒー・ウオッシング・ステ
ーションの重要性をOVOP との関係から提起した点である。生豆の集荷・加工や肥料・農薬供給、技
術指導等の実務だけでなく、農家サイドからは情報共有やセーフティネット機能が期待されている。し
かし他方、輸出価格の形成という外向機能も有しており、現地発バリュー・チェーンを大きく規定する
存在であった。第二には、コーヒー農家は①コーヒー、②作物栽培、③家畜飼育 を組み合わせて生
計を維持しており、①の収穫量・価格変動のリスクを、自家消費分を含む②③でヘッジする資源活用
サイクルを明らかにしている。以上からOVOP 事業において、コーヒー農家が品質向上を実感できる
環境づくりや、農家がマーケット情報を入手し市場との接点に関与できるしくみづくり、グローバル・マ
ーケットにおけるルワンダ・コーヒー全体の競争力向上が重要であると結論づけている。 
日本で一村一品運動が生まれ発展してきた時代背景や地域特性の分析や、その海外展開の政策
過程及び現地での受容・変容の実態とその要因分析、欧米型の参加型開発論等との比較評価など、
更なる検討が必要と考えられる点は残されている。しかし長期にわたる現地調査を通じ、具体の
OVOP プログラムの企画・運営・評価の中から導き出された本論文は、途上国における開発支援や企
業振興を検討する際の貴重な知見を積みあげた研究であると評価できる。 
以上から、本論文は、博士（経済学）の学位授与に相応しいものと認める。 
 
 
